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商号 株式会社ソラコム / SORACOM, INC.

代表取締役社長 玉川 憲

本社 東京都世田谷区玉川 4-5-6

資本金 37億2755万4044円 （資本準備金含む）

社員数 約45名 （海外拠点含む）

事業概要 IoT/M2M向けの通信プラットフォームの提供

ビジョン 世界中のヒトとモノをつなげ共鳴する社会へ

【会社概要】
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【弊社事業概要】
• 多額の設備投資が必要な携帯電話のパケット交換設備/機能等
を Amazon Web Services（AWS）クラウド上に自社でソフトウェア
開発、構築し MVNO としてサービス提供

• セルラー（携帯電話）以外にLoRaWAN/Sigfox※の無線通信技術、
各社クラウド・データセンター・インターネット接続を一元的に管理・
利用できるプラットフォームを提供
（※省電力で長距離通信が可能な新たな無線通信技術の規格）
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LoRaWAN のお客様事例も増加中 （主に検証フェーズが多）



【LoRaWANのネットワーク構成】

（SORACOM Air for LoRaWAN 共有サービスモデルの場合）
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役務提供区間

NTTドコモからの卸提供
（回線設置なし）

ソラコム設備 事業者からの卸提供
（回線設置なし）

3G/LTE
（無線）

広域ｲｰｻﾈｯﾄLPWA
（無線）

AWS
（ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾊﾞ）
をサービス利用

ユーザ

インターネット等ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞ
（デバイス）

ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞ
（デバイス）

責任分界点



LoRaWAN のネットワークアーキテクチャ
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【ネットワーク構成と想定される事故のパターン】
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役務提供区間

NTTドコモからの卸提供
（回線設置なし）

ソラコム設備 事業者からの卸提供
（回線設置なし）

3G/LTE
（無線）

広域ｲｰｻﾈｯﾄLPWA
（無線）

AWS
（ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾊﾞ）
をサービス利用

ユーザ

インターネット等ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞ
（デバイス）

ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞ
（デバイス）

責任分界点

想定される事故（例）
（1）コア設備の障害
（2）他事業者からの卸提供区間の障害
（3）端末設備（LoRaWANゲートウェイ）の故障
（4）LPWA無線区間の混雑



【想定される事故・ユーザ影響】

1. コア設備の障害

2. 他事業者からの卸提供区間の障害

全ユーザの通信が不可能な状態となる。

- 弊社コア設備部分は冗長化・障害の自動復旧の仕組みがある

- ゲートウェイ⇔コア設備間は弊社が卸提供を受けてユーザ提供
（ユーザ契約回線を利用する場合、悪意なく当該区間の契約約款等に違反することを避けるため）

→障害の把握・ユーザ周知は可能

技術的にはゲートウェイ⇔コア設備間はインターネット経由可 ※1

理論上はコア設備の障害はあり得る ※2
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【想定される事故・ユーザ影響】

3. 端末設備（LoRaWANゲートウェイ）の故障

4. LPWA無線区間の混雑

該当のゲートウェイ/地理的位置のユーザの通信が不可。

- エンドデバイスからの信号は複数のゲートウェイで受信可能 ※3
（コア設備側で重複排除される）
→ユーザポリシーとして複数のゲートウェイを設置する案はあり

- アンライセンスバンドは複数の通信方式が無線資源を共有 ※4
（期待時に通信が行えない・設置後に環境変化が発生する可能性）
→ユーザ側でアプリケーション層以上の実装を頂くことをアドバイス
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【アンライセンスバンドのLPWAにおける事故報告基準についてのコメント（課題提起）】

※1：事業者設備（端末系伝送路設備）であるゲートウェイとコア設備間の回線に関して、

考慮頂きたい。
（弊社が自社で卸提供を受けた回線をバンドルしているのは、あくまで弊社が電気通信サービスとしてE2Eの品質を担保

し、適切な管理・運用を行うために実施しているという認識。）

※2：ゲートウェイをユーザ資産とし、設備設置を行わない届出事業者となる（登録では無い）

事業形態（コア設備のみを提供するサービス形態）を考慮頂きたい。

※3：ゲートウェイの価格が安価（数万円台）になっていること、信号がコア設備で重複排除さ

れることから、個々のゲートウェイの障害が電気通信事故に直結しないことを考慮頂きたい。

（≒複数のゲートウェイを設置して冗長性を高めるアプローチ）

※4：アンライセンスバンドの利用は、他の無線通信技術を含む、周囲の利用者と電波資源を

共有していることを利用者も認識しているという前提を考慮頂きたい。

→ゲートウェイの故障がサービス断に繋がらないことを考慮し、

- ゲートウェイを含まず、コア設備を対象とし

- LPWAの通信・利用特性（小頻度）

に応じた報告基準を検討頂きたいと弊社では考えております。


